予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款：教育費　　項：社会教育費　　目：文化財保護費
	事業名　岐阜県文化財保護協会補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　教育委員会　社会教育文化課　伝統文化財係　電話番号：058-272-1111（内3568）

　　　　　　　E-mail： c17768@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        2,500千円（前年度予算額： 2,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	要求額
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	決定額
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
文化財保護には所有者のみならず、県民の理解、協力が不可欠である。そのため文化財愛護および保護思想普及活動は何よりも大切となる。昭和４６年の設立以来、岐阜県文化財保護協会は文化財パトロールや研修会等の活動を通じて、文化財保護とその愛護および保護思想の普及、啓発を図ってきた。こうした県民主導の活動に要する費用の一部を補助することで、文化財の保護、活用を図るとともに、ふるさとへの誇りと愛情を育む「ふるさと教育」の推進を図る。
（２）事業内容

岐阜県文化財保護協会の運営及び事業に要する経費の一部を補助する。
（３）県負担・補助率の考え方

    定額
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,500
	事業費補助

	合計
	2,500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）事業主体及びその妥当性
岐阜県文化保護協会の主な活動は以下のとおりである。
　　・文化財保護巡視（パトロール）活動（文化財の状況把握）
    ・文化財保護巡視員研修会の実施（研究）
    ・会誌「濃飛の文化財」の発行（調査研究・情報の提供）
　　・会報の発行（情報の提供）
    ・文化財現地見学会の開催（普及啓発）
　　・文化財講演会・研修会の開催（普及啓発・活用）
　　・文化財保護功労者表彰の実施（普及啓発）
　　・地域の文化財巡り（文化財普及体験活動)の開催（普及啓発）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県文化財保護協会の活動を支援することで、教育ビジョンに位置づけられる「ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり」にもとづき、ふるさとへの誇りと愛情を育てる。また、同協会の実施する文化財巡視活動から提供される報告書をもとに、文化財の状況を的確に把握し、文化財の保護にいかす。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	事業の継続性が重視されるべきであり、目標の達成率を定量的な数値によって示すことができない。

	（前年度の取組）

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　　・文化財保護巡視（パトロール）活動；６１名による
    ・文化財保護巡視員研修会の実施；岐阜、高山会場での実施
    ・会誌「濃飛の文化財」の発行；第５３号
　　・会報の発行；第４７号

　　・岐阜県の文化財ニュース発行；No.116～121
    ・文化財現地見学会・研修会の開催；のべ１４０名の参加

　　・文化財フォーラムの開催
　　・文化財保護功労者表彰の実施


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　文化財保護巡視により定期的な文化財パトロールが実施され、文化財の状況把握に大いに役立った。
　会誌「濃飛の文化財」、会報、岐阜県の文化財ニュースの発行、研修会の開催等の活動により、文化財の調査研究、愛護思想の普及が図られた。
　また、こうした活動により賛助会員が２３団体となった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	ふるさとへの誇りと愛情を育てるため、文化財愛護思想の普及啓発は非常に重要である。県民主導の活動に対して県が支援することが妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	４０年以上にわたり、継続的かつ積極的な活動が展開されている。地域のアイデンティティの形成に非常に有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	文化財巡視活動に対して巡視員を増員するなど、協会の努力がなされている。文化財見学会等について新聞等により広く県民の参加を呼びかけるなど、普及啓発に努力がなされている。
県では年に１～３件の文化財新指定を行っている。総県指定文化財数が増加している。平成１９年から段階的に巡視員を５名増員するなど、同協会は巡視活動の充実を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　賛助会員として企業、団体へも協力を働きかけるなど、会員の増加と活動の範囲を広げる努力を行っている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　４０年以上にわたり、継続的に取り組まれている県民活動を引き続き支援する意義は大きい。


